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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第３四半期連結累計期間
第41期

第３四半期連結会計期間
第40期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高（百万円） 131,473 55,421 168,958

経常利益（百万円） 2,298 933 1,569

四半期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
1,235 616 △1,490

純資産額（百万円） － 18,573 18,811

総資産額（百万円） － 62,348 48,486

１株当たり純資産額（円） － 1,617.36 1,566.17

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）

（円）

105.58 53.11 △124.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 29.8 38.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△164 － 1,691

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△682 － △494

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△64 － △1,655

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 4,909 5,837

従業員数（人） － 872 890

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 872 (401)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第３

四半期連結会計期間の平均人数（１日7.5時間換算）を外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 377 (36)

　　　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数

（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人数（１

日7.5時間換算）を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

玩具事業（百万円） 14,875

映像関連事業（百万円） 9,320

ビデオゲーム事業（百万円） 19,671

アミューズメント事業（百万円） 3,608

その他事業（百万円） 1,735

合計（百万円） 49,212

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

玩具事業（百万円） 18,912

映像関連事業（百万円） 9,817

ビデオゲーム事業（百万円） 20,408

アミューズメント事業（百万円） 4,146

その他事業（百万円） 2,135

合計（百万円） 55,421

　（注）１．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（百万円） 割合（％）

アマゾン・ドット・コム　インターナショナル　セールスインク 8,636 15.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

 

(1)業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した国際的な金融不

安などを背景として企業収益は減少し、その影響から設備投資や個人消費も鈍化しており、景気の減速傾向が急速

に進みました。

　このような状況の中、当社グループの業績は、玩具事業では個人消費の低迷などの影響により、最大の商戦期で

ありますクリスマス商戦において苦戦を強いられました。映像関連事業におきまして、専門店を中心とした販売

が大幅に減少したものの、インターネット通販向け販売が堅調に推移いたしました。また、ビデオゲーム事業に関

しましては、当社取扱い商材におきましては順調に推移いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は55,421百万円、営業利益は910百万円、経常利益は933百万円、

四半期純利益は616百万円となりました。

　　　 

　　 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

　 ①玩具事業　　　

　　中核事業であります当事業は、最大の商戦期でありますクリスマス商戦において、バンダイの「炎神戦隊ゴー

オンジャー」をはじめとした一部のキャラクター商材は堅調に推移したものの、景気悪化による個人消費の低

迷などにより苦戦を強いられました。

 　　　この結果、売上高は18,912百万円、営業利益は183百万円となりました。

 

　 ②映像関連事業　　　

　　市場全体が低迷する中、専門店を中心とした販売が大幅に減少したものの、インターネット通販向け販売が堅

調に推移いたしました。利益面に関しましては、利益率の高い映像制作出資作品や独占販売作品等でヒット作

があったことや、事業構造改革の効果等により好調に推移いたしました。

 　　　この結果、売上高は9,817百万円、営業利益は453百万円となりました。

 

　 ③ビデオゲーム事業　　　

　　最大の商戦期でありますクリスマス商戦において苦戦を強いられたものの、当社グループにおきましては、ソ

ニー・コンピュータエンタテインメントの携帯型ゲーム機「ＰＳＰ」、マイクロソフト「Ｘｂｏｘ360」を中

心に、堅調に推移いたしました。

 　　　この結果、売上高は20,408百万円、営業利益は548百万円となりました。

 

　 ④アミューズメント事業

　　　 玩具自動販売機商材で市場を牽引するようなリード商材がなかったこと等により、売上高につきましては低調に

推移いたしました。利益面に関しましては、当事業の継続的な利益創出と更なる成長戦略の実現を目的に、平成

20年10月１日に子会社４社及び当社のアミューズメント事業を統合したことによる効果等により、堅調に推移

いたしました。

　この結果、売上高は4,146百万円、営業利益は35百万円となりました。

 

　 ⑤その他事業

　　　 トレーディングカードでバンダイ「バトルスピリッツ」、タカラトミー「デュエルマスターズ」などのヒット商

品があり、堅調に推移いたしました。

　この結果、売上高は2,135百万円、営業利益は15百万円となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況　

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,441百万円減少し4,909

百万円となりました。

　　   　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により減少した資金は、1,887百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益922百万円と、

売上債権の増加17,425百万円、仕入債務の増加15,107百万円等によるものであります。

　　　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、144百万円となりました。これは主に投資有価証券の取得151百万円によるもの

であります。

　　　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により得られた資金は、借入れによる資金調達を行ったことにより、606百万円となりました。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　　　 　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　　　 　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２百万円であります。

　　　 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　　　　当社グループを取り巻く事業環境は、日本経済の景況感の悪化に加え、少子化や消費者ニーズの多様化等の影響によ

り、厳しい市場環境で推移しております。

　　　　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、2004年度を初年度として第４次中長期経営計画

「Happinet Dream 08」（５ヵ年計画）を策定し、スローガンとして「新たなコア・コンピタンスの創出」と掲げ

ております。

　当計画の基本方針は、以下の通りであります。

 

①次世代ビジネスの中核をなす新たな事業の柱の創造

②あらゆるビジネスに対応するためのビジネスプラットフォームの構築

③主体性を持ったコンテンツビジネスの確立

 

　①次世代ビジネスの中核をなす新たな事業の柱の創造に関しましては、平成20年10月１日付けにて、アミューズ

メント事業を行っている子会社４社及び当社のアミューズメント事業を統合し、当事業における継続的な利益創

出とさらなる成長戦略の実現を目指してまいります。②あらゆるビジネスに対応するためのビジネスプラット

フォームの構築につきましては、あらゆるビジネス・顧客ニーズに柔軟に対応するために、現在開発中の次世代情

報システムを活用し、マーケティングプランの立案・推進から売場活性化のサポートをするバリュープランナー

の推進により、積極的なビジネスチャンスの獲得を図ってまいります。また、③主体性を持ったコンテンツビジネ

スの確立につきましては、引き続き映像関連事業を中心に、海外発コンテンツを含む良質なコンテンツを創作・演

出・供給する機能を創造し、流通を含めた新しいビジネスモデルの確立を目指してまいります。

 

(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　「（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

(7)経営者の問題認識と今後の方針について

　　 当社グループを取り巻く市場環境は、少子化や消費者嗜好の多様化等、今後とも厳しい状況が続くと予測されま

す。

　 当社グループといたしましては、これまで積極的に構築してきた、情報・物流システムはもちろんのこと、中間流

通業として培ってきた経営力、管理手法、情報収集・発信機能を重視した販売システム等の基盤の上に、「コンテン

ツの開発」といった新たな中核事業・機能を創り出し、成長の基盤確立を目指してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 12,025,000 12,025,000東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株 

計 12,025,000 12,025,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

  　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 12,025,000 － 2,751 － 2,775

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

EDINET提出書類

株式会社ハピネット(E02869)

四半期報告書

 8/24



 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   　370,300
― 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,580,100 115,800 同上

単元未満株式 普通株式 　 　74,600 ― ―

発行済株式総数   12,025,000 ― ―

総株主の議決権 ― 115,800 ―

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれておりますが、当

該株式に係る議決権の数１個については、「議決権の数」の欄からは除外されております。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ハピネット
東京都台東区駒形

二丁目４番５号
370,300  ― 370,300 3.07

計 ― 370,300  ― 370,300 3.07

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,566 1,581 1,631 1,610 1,600 1,633 1,505 1,400 1,523

最低（円） 1,315 1,350 1,418 1,454 1,420 1,431 864 1,101 1,221

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役

常務執行役員ア

ミューズメントユ

ニット統括

石川　徹郎 平成20年9月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,912 5,927

受取手形及び売掛金 35,986 21,330

商品 9,125 7,401

貯蔵品 74 49

その他 5,360 6,257

貸倒引当金 △229 △166

流動資産合計 55,229 40,801

固定資産

有形固定資産 ※
 2,063

※
 2,218

無形固定資産

のれん 593 770

その他 1,871 1,444

無形固定資産合計 2,465 2,215

投資その他の資産

投資有価証券 1,585 2,210

その他 1,094 1,218

貸倒引当金 △89 △176

投資その他の資産合計 2,590 3,251

固定資産合計 7,119 7,685

資産合計 62,348 48,486

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 34,508 21,096

短期借入金 1,000 －

未払法人税等 734 57

賞与引当金 208 390

ポイント引当金 9 11

事業構造改善引当金 1,647 2,599

その他 3,451 3,270

流動負債合計 41,560 27,426

固定負債

退職給付引当金 1,206 1,135

負ののれん 111 94

その他 897 1,019

固定負債合計 2,214 2,248

負債合計 43,775 29,675
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,751 2,751

資本剰余金 2,776 2,776

利益剰余金 13,427 12,544

自己株式 △753 △239

株主資本合計 18,201 17,832

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 372 725

評価・換算差額等合計 372 725

少数株主持分 － 253

純資産合計 18,573 18,811

負債純資産合計 62,348 48,486
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 131,473

売上原価 114,256

売上総利益 17,216

販売費及び一般管理費 ※
 15,079

営業利益 2,137

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 59

負ののれん償却額 19

保険解約返戻金 33

その他 88

営業外収益合計 209

営業外費用

支払利息 7

為替差損 16

リース解約損 8

その他 15

営業外費用合計 47

経常利益 2,298

特別利益

固定資産売却益 5

投資有価証券売却益 19

貸倒引当金戻入額 17

特別利益合計 42

特別損失

固定資産売却損 10

固定資産除却損 39

投資有価証券売却損 9

投資有価証券評価損 30

減損損失 56

特別損失合計 147

税金等調整前四半期純利益 2,192

法人税、住民税及び事業税 853

法人税等調整額 89

法人税等合計 943

少数株主利益 14

四半期純利益 1,235
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 55,421

売上原価 48,289

売上総利益 7,131

販売費及び一般管理費 ※
 6,220

営業利益 910

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 21

負ののれん償却額 7

保険解約返戻金 0

その他 17

営業外収益合計 46

営業外費用

支払利息 1

為替差損 10

リース解約損 3

その他 7

営業外費用合計 24

経常利益 933

特別利益

貸倒引当金戻入額 17

特別利益合計 17

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産除却損 26

投資有価証券売却損 0

投資有価証券評価損 0

特別損失合計 28

税金等調整前四半期純利益 922

法人税、住民税及び事業税 449

法人税等調整額 △144

法人税等合計 305

四半期純利益 616
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,192

減価償却費 362

減損損失 56

のれん償却額 160

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24

賞与引当金の増減額（△は減少） △182

退職給付引当金の増減額（△は減少） 70

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △951

受取利息及び受取配当金 △66

支払利息 7

固定資産除売却損益（△は益） 45

投資有価証券売却損益（△は益） 9

投資有価証券評価損益（△は益） 30

為替差損益（△は益） 16

売上債権の増減額（△は増加） △14,684

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,748

仕入債務の増減額（△は減少） 13,412

その他 1,240

小計 △52

利息及び配当金の受取額 66

利息の支払額 △6

法人税等の支払額 △171

営業活動によるキャッシュ・フロー △164

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 88

有形固定資産の取得による支出 △266

有形固定資産の売却による収入 17

無形固定資産の取得による支出 △609

投資有価証券の取得による支出 △160

投資有価証券の売却による収入 150

子会社株式の取得による支出 △232

その他 331

投資活動によるキャッシュ・フロー △682

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,000

自己株式の取得による支出 △514

配当金の支払額 △352

その他 △197

財務活動によるキャッシュ・フロー △64

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △927

現金及び現金同等物の期首残高 5,837

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,909
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

１．連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

　従来、連結子会社のうち決算日が２月末日であった株式会社サンリンク（株式会社ハピネット・ベンディ

ングサービスへ商号変更）については、同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については必要な調整を行っておりましたが、同社が決算日を３月31日に変更したことにより、当第３四

半期連結累計期間は平成20年３月１日から平成20年12月31日までの10か月間を連結しております。

２．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による低価法によっておりま

したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法

　第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間

末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額 3,723百万円 ※　有形固定資産の減価償却累計額 4,020百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当及び役員報酬 5,511百万円

運賃 3,154百万円

賞与引当金繰入額 197百万円

貸倒引当金繰入額 192百万円
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当及び役員報酬 1,865百万円

運賃 2,089百万円

賞与引当金繰入額 △207百万円

貸倒引当金繰入額 42百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 4,912百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △2百万円

現金及び現金同等物 4,909百万円

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  12,025,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 541,085株

３．配当に関する事項

 （１）配当金支払額 

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月23日

定時株主総会
普通株式 177 15 平成20年３月31日 平成20年６月24日利益剰余金

平成20年11月12日　

取締役会
普通株式 174 15 平成20年９月30日 平成20年12月８日利益剰余金

 

 （２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

 　　　該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
玩具事業

（百万円）

映像関連

事業

（百万円）

ビデオ

ゲーム事業 

（百万円）

アミューズ

メント事業 

（百万円）

その他

事業

（百万円）

計

（百万円）

消去

又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
18,9129,81720,4084,1462,13555,421 － 55,421

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 18,9129,81720,4084,1462,13555,421 － 55,421

営業利益 183 453 548 35 15 1,236 (326) 910

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
玩具事業

（百万円）

映像関連

事業

（百万円）

ビデオ

ゲーム事業 

（百万円）

アミューズ

メント事業 

（百万円）

その他

事業

（百万円）

計

（百万円）

消去

又は

全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高
42,32126,45444,08013,4885,127131,473 － 131,473

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 42,32126,45444,08013,4885,127131,473 － 131,473

営業利益 539 1,2771,195 7 48 3,068 (930)2,137

　（注）　１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。

　　　　　２．各区分に属する主要な商品

 事業区分  主要商品

　玩具事業 　男女児一般玩具等 

　映像関連事業 　映像・音楽ソフト等

　ビデオゲーム事業 　ゲーム機、ゲームソフト等

　アミューズメント事業 　アミューズメント機器・景品等

　その他事業 　雑貨、トレーディングカード等

 

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　　全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものではなく、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められないため、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　　当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　　　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　共通支配下の取引等

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的

を含む取引の概要

（１）対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　事業の名称　当社の連結子会社である株式会社アップル及び非連結子会社である株式会社サンリンク九州

のアミューズメント事業

　　　事業の内容　玩具自動販売機の運営及びアミューズメント施設用商品等の販売

（２）企業結合の法的形式

　　　株式会社アップル（当社の連結子会社）及び株式会社サンリンク九州（当社の非連結子会社）を分割会

社、株式会社サンリンクを承継会社とする吸収分割 

（３）結合後企業の名称

　　　株式会社ハピネット・ベンディングサービス（当社の連結子会社） 

（４）取引の目的を含む取引の概要

　　　当社グループのアミューズメント事業において、各取引先様とのより強固な関係の構築、数多くのメーカー

様との取引拡大により、市場に密着したサービスの提供、組織の効率化による生産性の向上などを図り、

継続的な利益創出と更なる成長戦略の実現を目指し、グループの企業価値の最大化を目的として、従来、

当社の連結子会社である株式会社アップル及び非連結子会社である株式会社サンリンク九州が行って

きたアミューズメント事業を、会社分割により当社の連結子会社である株式会社サンリンク（株式会社

ハピネット・ベンディングサービスへ商号変更）に承継させております。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,617.36円 １株当たり純資産額 1,566.17円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 105.58円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

１株当たり四半期純利益金額 53.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－ 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益（百万円） 1,235 616

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,235 616

期中平均株式数（千株） 11,698 11,605
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（重要な後発事象）

 当第３四半期連結会計期間

（自　平成20年10月１日

　　至　平成20年12月31日）

　当社は平成21年１月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条第１項の規定に基づき、市場買付により自己株式を取得することを決議いたしました。

　自己株式取得に関する取締役会の決議内容

　①取得する株式の種類

　　当社普通株式

　②取得しうる株式の総数

　　300,000株（上限）

　③株式の取得価額の総額

　　450百万円（上限）

　④取得期間

　　平成21年１月15日～平成21年３月31日

　⑤自己株式の取得を行う理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするため

 

 

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行なっております

が、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、

記載しておりません。
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２【その他】

　　平成20年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（１）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・174百万円

　　（２）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・15円00銭

　　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成20年12月８日 

　（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行って　お

ります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月９日

株式会社ハピネット

取締役会　御中
 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　光一郎　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　康夫　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハピネット

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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